様式第２号（第５条関係）
 年　　月　　日

サテライトオフィス等誘致奨励指定事業所事業計画書

所 在 地　　　　　　

法人（個人）名　　　　　　

代 表 者 名 　　　　 印

１ 事業所開設（本社機能移転）の理由

２ 事業の概要

⑴事業活動開始日（設立又は本社機能移転年月日）

⑵事業内容（取引先等）

⑶主たる製品、サービス等

⑷既存事業所の概要

⑸財務状況（過去３年間）

	年度
区分
	年度 
	年度 
	年度
	備 考

	売 上（百万円）
	
	
	
	

	純利益（百万円）
	
	
	
	


３ 事業所開設（本社機能移転）計画の概要
⑴新規開設（本社機能移転）事業所の住所

⑵新規開設（本社機能移転）事業所の名称
⑶新規事業所の開設又は本社機能移転（事業開始）予定年月日
 年　 月　 日
⑷主たる製品及び業務内容
４ 補助対象事業
⑴補助対象経費内訳
ア 事業所設置運営事業
【事務機器及び通信回線の使用料】（単位：千円）

	内訳
	使用・賃借料（年額）
	備考

	
	
	

	
	
	

	計
	
	


【事業所等の土地及び建物の賃借料】（単位：千円）
	内訳
	面積（㎡）
	賃借料（年額）

	
	
	

	
	
	

	計
	
	



【事業所等の建物改修費及び備品等購入費】（単位：千円）
	内訳
	金額
	備考

	
	
	

	
	
	

	計
	
	


イ 新規地元雇用奨励事業
新規地元雇用計画
	内訳
	奨励指定
申請時
	事業
開始時
	第１回
補助申請時
	第２回
補助申請時
	第３回
補助申請時

	企業全体での従業員数
	
	
	
	
	

	指定事業所での
従業員数
	
	
	
	
	

	
	うち他の事業所からの配置転換
	
	
	
	
	

	
	うち新規地元雇用者
	
	
	
	
	


注１　この表に記載する従業員数は、雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第４条第１項に規定する被保険者であり、かつ、雇用期間に定めのない者（週所定労働時間が３０時間未満である者は除く。）とする。
５ 事 業 計 画
（単位：千円／年）

	主たる製品、業務（サービス）
	予 定 売 上 額
	備　考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合 計
	
	


６ 添付書類
⑴事業所所在地、位置図
⑵事業所配置図
⑶市の地域経済の活性化に資する事業計画

⑷その他

